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令和 5年度小山市水道事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

令和 5年度小山市水道事業会計決算 

 

第２ 審査の期間 

令和 6年 6月 6日から令和 6年 8 月 2日まで 

 

第３ 審査の方法 

審査に付された決算書及び付属書類について次により審査を行った。 

１ 審査に付された書類が関係法令に準拠して作成されているか。 

２ 計数に誤りがないか。 

３ 会計事務が適法な手続きによって処理されているか。 

４ 収入の確保及び支出の執行は適正に行われているか。 

５ 経営は合理的に運営されているか。 

６ 財政状態はどうか。 

等について調査照合を行い、審査を補足するため関係職員から説明を聴取する

とともに、定例監査及び例月現金出納検査の結果を参考とした。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された決算書及び付属書類は、地方公営企業関係法令及び「小山市水

道事業及び下水道事業会計規程」に準拠して作成されたもので、令和 5 年度の

経営成績及び令和 5 年度末の財政状態を適正に表示しており、決算の計数につ

いては正確なものと認めた。 

なお、水道事業の決算諸表に表示するところにより、業務の概要、予算の執行

状況と経営成績及び財政状態を考察検討した結果は、次のとおりである。 

 

 

 

（注） 意見書中、小数点第 1位、千円を単位として表した数字は、原則と 

して四捨五入としたが、端数を整理するため調整した数字もある。 
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１ 業務の概要 

(1)給水状況 

当年度の計画給水人口は、149,320 人である。 

給水人口は 146,762 人で、前年度 145,710 人と比較して 1,052 人の増加(前年度

比 100.7％)となっている。給水戸数は 69,802 戸で、前年度 69,170 戸と比較して

632 戸の増加(前年度比 100.9％)となっている。 

計画給水人口に対する普及率は 98.3％で、前年度 97.6％と比較して 0.7 ポイン

ト上昇している。 

年間総配水量は 16,182,405 ㎥で、前年度 16,005,608 ㎥と比較して 176,797 ㎥

の増加(前年度比 101.1％)となっている。年間総有収水量は 14,824,621 ㎥で、前

年度 14,825,902 ㎥と比較して 1,281 ㎥の減少(前年度比 99.9％)となっている。 

一人一日平均有収水量で見ると 276ℓで、前年度 279ℓと比較して 3ℓの減少(前年

度比 98.9％)となっている。 

年間有収率は 91.6％で、前年度 92.6％と比較して 1.0 ポイント低下している。 

表１ 給水状況                      （pt＝ポイント） 

区 分 令和５年度 前年度比 令和４年度 令和３年度 

計 画 給 水 人 口 
人 

149,320 

％ 

100.0 

人 

149,320 

人 

149,320 

給 水 人 口 
人 

146,762 

％ 

100.7 

人 

145,710 

人 

145,691 

給 水 戸 数 
戸 

69,802 

％ 

100.9 

戸 

69,170 

戸 

67,746 

普 及 率 

(対計画給水人口 ) 

％ 

98.3 

pt 

0.7 

％ 

97.6 

％ 

97.6 

年 間 総 配 水 量 
㎥ 

16,182,405 

％ 

101.1 

㎥ 

16,005,608 

㎥ 

16,067,362 

年 間 総 有 収 水 量 
㎥ 

14,824,621 

％ 

99.9 

㎥ 

14,825,902 

㎥ 

14,885,536 

一日平均有収水量 
㎥ 

40,504 

％ 

99.7 

㎥ 

40,619 

㎥ 

40,782 

一人一日平均有収水量 
ℓ 

276 

％ 

98.9 

ℓ 

279 

ℓ 

280 

年 間 有 収 率 
％ 

91.6 

pt 

△1.0 

％ 

92.6 

％ 

92.6 

全 国 一 人 一 日 

平 均 有 収 水 量 

 ℓ 

297 

ℓ 

308 

全 国 年 間 有 収 率 
％ 

89.8 

％ 

89.5 

 

※ 全国平均は、法適用

企業の類似団体の平均

である。 
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(2)施設の利用状況  

配水能力は 1 日当たり 68,850 ㎥で、これに対する一日平均配水量は 44,214 ㎥

である。よって施設の利用状況を示す施設利用率は 64.2％であり、前年度 63.7％

と比較して 0.5 ポイント上昇している。 

さらに負荷率と最大稼働率を見ると、一日最大配水量が 46,865 ㎥であることか

ら、負荷率は94.3％であり、前年度91.8％と比較して2.5ポイント上昇している。

最大稼働率は68.1％であり、前年度69.4％と比較して1.3ポイント低下している。 

表２ 施設利用等分析  

区 分 Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度 
全国平均

４年度 

施設利用率（平均配水量/配水能力）*100 64.2％ 63.7％ 63.9％ 54.1％ 

負荷率 （平均配水量/最大配水量）*100 94.3％ 91.8％ 92.6％ 83.9％ 

最大稼働率（最大配水量/配水能力）*100 68.1％ 69.4％ 69.1％ 64.5％ 

 

２ 予算の執行状況 

当年度における予算・決算の概要は、別表１のとおりであるが、これを年度ごと

に比較すると次のとおりである。なお、計数は消費税を含んだ額となっている。 

(1)収益的収入及び支出 

表３―１ 収益的収入の推移 

収 益 的 収 入 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

予 算 額 3,106,352 千円 3,122,980 千円 3,172,375 千円 

決 算 額 3,047,324 千円 3,021,342 千円 3,095,563 千円 

差 引 増 減 △59,028 千円 △101,638 千円 △76,812 千円 

収 入 率 98.1％ 96.7％ 97.6％ 

収益的収入の決算額は 3,047,324 千円であり、予算額 3,106,352 千円に対して

98.1％の収入率で 59,028 千円の収入減となっている。また、前年度決算額

3,021,342千円と比較すると25,982千円の増収(前年度比100.9％)となっている。

増収の主なものは、営業収益である。 

 

表３―２ 収益的支出の推移 

収 益 的 支 出 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

予 算 額 2,954,279 千円 2,483,218 千円 2,555,440 千円 

決 算 額 2,402,296 千円 2,235,621 千円 2,312,511 千円 

不 用 額 551,983 千円 247,597 千円 242,929 千円 

執 行 率 81.3％ 90.0％ 90.5％ 

収益的支出の決算額は 2,402,296 千円であり、予算額 2,954,279 千円に対して
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81.3％の執行率で 551,983 千円の不用額を生じている。また、前年度決算額

2,235,621千円と比較すると166,675千円の増加(前年度比107.5％)となっている。

増加の主なものは、営業費用である。 

 

(2)資本的収入及び支出  

表４―１ 資本的収入の推移 

資 本 的 収 入 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

予 算 額 117,095 千円 39,856 千円 26,394 千円 

決 算 額 62,813 千円 18,749 千円 12,490 千円 

差 引 増 減 △54,282 千円 △21,107 千円 △13,904 千円 

収 入 率 53.6％ 47.0％ 47.3％ 

資本的収入の決算額は 62,813 千円であり、予算額 117,095 千円に対して 53.6％

の収入率で 54,282 千円の収入減となっている。また、前年度決算額 18,749 千円

と比較すると 44,064 千円の増収(前年度比 335.0％)となっている。増収の主なも

のは、出資金である。 

 

表４―２ 資本的支出の推移 

資 本 的 支 出 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

予 算 額 2,064,201 千円 1,646,342 千円 1,401,795 千円 

決 算 額 1,705,407 千円 1,262,746 千円 1,139,232 千円 

翌 年 度 繰 越 額 179,090 千円 109,813 千円 83,500 千円 

不 用 額 179,704 千円 273,783 千円 179,063 千円 

執 行 率 82.6％ 76.7％ 81.3％ 

資本的支出の決算額は 1,705,407 千円であり、予算額 2,064,201 千円に対して

82.6％の執行率で、翌年度繰越額 179,090 千円、不用額 179,704 千円を生じてい

る。これを前年度決算額 1,262,746 千円と比較すると 442,661 千円の増加(前年度

比 135.1％)となっている。増加の主なものは、建設改良費である。 

以上の結果、資本的収入額が資本的支出額に対して生じた不足額 1,642,594 千

円は、過年度分損益勘定留保資金 1,220,963 千円、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 102,646 千円及び減債積立金 318,985 千円で補てんした。 

 

３ 経営成績  

当年度における損益計算書は、別表２のとおりである。 

当年度の総収益は 2,785,696 千円で、前年度 2,771,607 千円と比較して 14,089 千
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円増加(前年度比 100.5％)している。これに対する総費用は 2,246,911 千円で、前

年度 2,060,242 千円と比較して 186,669 千円の増加 (前年度比 109.1％)となり、差

引 538,785 千円の純利益を計上している。これを前年度純利益額 711,365 千円と比

較すると 172,580 千円の減少(前年度比 75.7％)となっている。 

 

 (1)収益内容  

表５ 収益内容の推移                        （税抜） 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

営 業 収 益 2,646,981 千円 2,517,970 千円 2,705,539 千円 

営 業 外 収 益 125,166 千円 253,063 千円 126,711 千円 

特 別 利 益 13,549 千円 574 千円 388 千円 

合 計 2,785,696 千円 2,771,607 千円 2,832,638 千円 

営業収益は 2,646,981 千円で、前年度 2,517,970 千円と比較して 129,011 千円

の増収(前年度比 105.1％)となっている。営業外収益は 125,166 千円で、前年度

253,063 千円と比較して 127,897 千円の減収(前年度比 49.5％)となっている。特

別利益は 13,549 千円で、前年度 574 千円と比較して 12,975 千円の増収(前年度比

2,359.5％)となっている。 

さらに、これらの内容を見ると、営業収益においては、給水収益が 128,182 千

円の増収(前年度比 105.5％)、受託工事収益が 5,596 千円の増収(前年度比

138.6％)、その他営業収益が 4,767 千円の減収(前年度比 97.4％)となっている。

営業外収益においては、受取利息が 38 千円の減収(前年度比 91.3％)、他会計補

助金が 125,002 千円の減収(前年度比 0.7％)、長期前受金戻入が 1,312 千円の減

収(前年度比98.9％)、雑収益が1,545千円の減収(前年度比46.7％)となっている。

特別利益においては、過年度損益修正益が 12,975 千円の増収(前年度比

2,359.5％)となっている。 

 

(2)費用内容 

表６ 費用内容の推移                        （税抜） 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

営 業 費 用 2,176,575 千円 1,981,779 千円 2,020,567 千円 

営 業 外 費 用 70,199 千円 78,371 千円 88,727 千円 

特 別 損 失 137 千円 92 千円 4,359 千円 

合 計 2,246,911 千円 2,060,242 千円 2,113,653 千円 

営業費用は 2,176,575 千円で、前年度 1,981,779 千円と比較して 194,796 千円

の増加(前年度比 109.8％)となっている。営業外費用は 70,199 千円で、前年度
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78,371 千円と比較して 8,172 千円の減少(前年度比 89.6％)となっている。特別損

失は 137 千円で前年度 92千円と比較して 45千円の増加 (前年度比 149.4％)とな

っている。 

さらに、これらの内容を見ると、営業費用においては、原水及び浄水費が 60,834

千円の増加(前年度比 109.2％)、配水及び給水費が 62,236 千円の増加(前年度比

126.9％)、受託工事費が 10,500 千円の増加(前年度比 173.2％)、総係費が 51,611

千円の増加(前年度比 124.0％)、減価償却費が 6,614 千円の増加(前年度比

100.8％)、資産減耗費が 3,001 千円の増加(前年度比 147.5％)となっている。 

営業外費用においては、支払利息が 10,232 千円の減少(前年度比 86.9％)、雑

支出が 2,060 千円の皆増となっている。 

特別損失においては、過年度損益修正損が 45千円の増加(前年度比 149.4％)と

なっている。 

なお、営業利益は営業収益 2,646,981 千円から営業費用 2,176,575 千円を差し

引いた 470,406 千円であり、純利益はこの営業利益に営業外収益 125,166 千円及

び特別利益 13,549 千円を加えたものから、営業外費用 70,199 千円及び特別損失

137 千円を差し引いた 538,785 千円である。 

純利益及び収益力の推移は、表７・表８のとおりであり、総費用の使途別状況

は表９のとおりである。 

 

 表７ 純利益の推移                         （税抜） 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

純 利 益 538,785 千円 711,365 千円 718,985 千円 

前年度繰越利益剰余金 0千円 0千円 0千円 

その他未処分利益剰余金

変 動 額 
318,985 千円 248,341 千円 349,678 千円 

当年度未処分利益剰余金 857,770 千円 959,706 千円 1,068,663 千円 

 

表８ 収益力の推移   

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

営業利益 /営業収益× 1 0 0 17.8％ 21.3％ 25.3％ 

純 利 益 / 営 業 収 益 × 1 0 0 20.4％ 28.3％ 26.6％ 
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                      （税抜） 

 表９ 使途別費用構成比                   （単位 千円･％） 

金     額 前年度比 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

人 件 費 164,439 129.6 7.3 126,839 6.2 129,020 6.1

支 払 利 息 68,139 86.9 3.0 78,371 3.8 88,726 4.2

減 価 償 却 費 861,516 100.8 38.3 854,902 41.5 852,975 40.4

委 託 料 583,093 115.8 26.0 503,568 24.4 518,673 24.5

動 力 費 158,908 94.4 7.1 168,355 8.2 115,441 5.5

修 繕 費 143,645 132.0 6.4 108,850 5.3 119,827 5.7

受 託 工 事 費 24,840 173.2 1.1 14,340 0.7 66,260 3.1

そ の 他 242,331 118.2 10.8 205,017 9.9 222,731 10.5

計 2,246,911 109.1 100.0 2,060,242 100.0 2,113,653 100.0

＊人件費＝給料＋手当＋法定福利費(人件費に賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入金を含む)

区　　分
令 和 ５ 年 度 令 和 ３ 年 度令 和 ４ 年 度

 

(3)給水原価と供給単価  

当年度の給水原価と供給単価は、別表５のとおりである。 

有収水量 1㎥当たりの給水原価は 141 円 62 銭、供給単価は 165 円 19 銭である。

この結果平成 14年度から引き続き、供給単価が給水原価を上回った。これは経費

削減に努めてきた結果と思われる。今後も健全な運営を確保・維持するよう望む

ものである。 

表１０ 給水原価と供給単価の推移 

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 

給 水 原 価 141円 62銭 129円 64銭 128円 93銭 125 円 9銭 134円 60銭 

供 給 単 価 165円 19銭 156円 53銭 164円 24銭 147円 72銭 165円 34銭 

差 引 23 円 57 銭 26 円 89 銭 35 円 31 銭 22 円 63 銭 30 円 74 銭 

 

(4)経営比率 

経営比率は、表１１のとおりである。 

 

表１１ 経営分析 

区 分 R5年度 R4年度 R3年度 算       式 

経営資本営業利益率 1.9％ 2.2％ 2.9％ (営業利益/経営資本)*100 

経 営 資 本 回 転 率 0.11回 0.10回 0.11回 営業収益/経営資本 

※経営資本＝資産合計－(建設仮勘定＋投資資産＋無形固定資産) 

※経営資本営業利益率の標準は定期預金の利率程度、また経営資本回転率の標準

は 5年に 1回転と言われている。 
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４ 財政状態 

当年度における貸借対照表は、別表３のとおりである。 

(1)資産 

当年度の資産総額は 27,718,298 千円で、この内訳は固定資産 19,313,270 千円

及び流動資産 8,405,028 千円である。これを前年度末資産総額 27,401,118 千円と

比較すると 317,180 千円の増加(前年度比 101.2％)となっている。これは固定資

産において 286,968 千円増加(前年度比 101.5％)し、流動資産において 30,212 千

円増加(前年度比 100.4％)したためである。 

固定資産の増加の主な要因は、有形固定資産の建設仮勘定が 230,893 千円増加 

(前年度比 151.4％)、構築物が 110,809 千円増加(前年度比 100.8％)したためであ

る。流動資産の増加の主な要因は、未収金が 39,319 千円増加(前年度比 108.2％)

したためである。 

 

(2)負債・資本 

当年度末の負債総額は6,329,871千円で、この内訳は固定負債2,655,648千円、

流動負債 1,164,578 千円及び繰延収益 2,509,645 千円である。これを前年度末負

債総額 6,604,860 千円と比較すると 274,989 千円減少(前年度比 95.8％)となって

いる。これは、固定負債において 453,589 千円が減少(前年度比 85.4％)し、流動

負債において276,255千円が増加(前年度比131.1％)し、繰延収益において97,655

千円減少(前年度比 96.3％)したためである。 

固定負債の減少の要因は、企業債が減少したためである。流動負債の増加の主

な要因は、未払金が 282,842 千円増加(前年度比 168.9％)したためである。繰延

収益の減少の主な要因は、長期前受金収益化累計額が 118,214 千円増加(前年度比

103.2％)したためである。 

当年度末の資本総額は 21,388,427 千円で、この内訳は資本金 16,023,186 千円

及び剰余金 5,365,241 千円である。これを前年度末資本総額 20,796,258 千円と比

較すると 592,169 千円の増加(前年度比 102.8％)となっている。これは、自己資

本金において 301,724 千円増加(前年度比 101.9％)し、利益剰余金において

290,445 千円増加(前年度比 106.8％)したためである。 

当年度未処分利益剰余金は 857,770 千円で、これについては、資本金へ 318,985

千円組入れ、減債積立金に 338,785 千円、建設改良積立金に 200,000 千円積み立

てる予定である。なお、これにより、処分後残高（繰越利益剰余金）は 0 円の見

込である。 

 

(3)財務比率 

財政状態を示す財務比率は、別表４のとおりである。 
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(4)企業債 

表１２ 企業債の推移                       （税抜） 

区 分 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 

令和５年度 3,569,609千円 0千円 460,372 千円 3,109,237千円 

令和４年度 4,026,849千円 0千円 457,240 千円 3,569,609千円 

令和３年度 4,481,141千円 0千円 454,292 千円 4,026,849千円 

当年度も企業債の借入はなかった。企業債の償還額は 460,372 千円で、当年度

末の未償還残高は 3,109,237 千円となっている。 

 

(5)貯蔵品  

当年度末の貯蔵品の現在高は 39,837 千円で、前年度末現在高 30,490 千円と比

較すると 9,347 千円の増加(前年度比 130.7％)となっている。現在高の内訳を前

年度と比較すると、メーターが 9,347 千円増加(前年度比 219.1％)している。材

料については、増減はない。 

 

５ 総括的意見  

令和 5年度小山市水道事業会計決算についての総括的意見は次のとおりである。 

表１３ 経営成績の推移                       （税抜） 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 

営 業 収 益 2,646,981 千円 2,517,970 千円 2,705,539 千円 

営 業 費 用 2,176,575 千円 1,981,779 千円 2,020,567 千円 

営 業 利 益 470,406 千円 536,191 千円 684,972 千円 

営 業 外 収 益 125,166 千円 253,063 千円 126,711 千円 

営 業 外 費 用 70,199 千円 78,371 千円 88,727 千円 

経 常 利 益 525,373 千円 710,883 千円 722,956 千円 

特 別 利 益 13,549 千円 574 千円 388 千円 

特 別 損 失 137 千円 92 千円 4,359 千円 

純 利 益 538,785 千円 711,365 千円 718,985 千円 

当年度の経営成績を見ると、営業利益は 470,406 千円で、前年度と比較すると

65,785 千円減少(前年度比 87.7％)となっている。この減少については、「原水及び

浄水費」、「配水及び給水費」及び「総係費」の増加等に伴い、営業費用が増加とな

ったことが主な要因である。営業外収益は 125,166 千円で、前年度と比較すると

127,897 千円の減収(前年度比 49.5％)となった。その主な要因は、他会計補助金の

減収によるものである。営業外費用は 70,199 千円で、前年度と比較すると 8,172 千
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円減少(前年度比 89.6％)した。その主な要因は支払利息の減少である。 

この結果、経常利益は 525,373 千円となり、前年度と比較すると 185,510 千円の

減少(前年度比 73.9％)となった。これに特別利益 13,549 千円を加え特別損失 137

千円を減じた純利益は 538,785 千円で、前年度と比較すると 172,580 千円の減少(前

年度比 75.7％)となった。 

また、別表４のとおり、総収支比率は 124.0％で、前年度 134.5％と比較すると

10.5 ポイント低下している。企業にとって最も重要な指標の一つである経常収支比

率は 123.4％で、前年度 134.5％と比較すると 11.1 ポイント低下している。業務活

動の能率を示す営業収支比率は 122.1％で、前年度 127.3％と比較すると 5.2 ポイン

ト低下している。経営の安全性を測る自己資本構成比率は 86.2％で、前年度 85.4％

と比較すると 0.8 ポイント上昇している。また、短期債務に対する支払能力を示す

流動比率は 721.7％で、前年度 942.8％と比較すると 221.1 ポイント低下している。

これは、流動資産が 30,212 千円増加、流動負債が 276,255 千円増加した結果による

ものである。 

なお、未収金において平成30年度水道使用料に係る不納欠損処分として1,092件、

3,981 千円(税込)を貸倒引当金から取り崩しており、前年度【971 件、3,570 千円(税

込)】を 121 件、410 千円上回っていることから、引き続き徴収率の向上に取り組ま

れるよう望むものである。 

当年度の経営成績については、前年度を下回る数値も見られたが、これは、営業

費用の増加が理由であり、それを考慮すると概ね健全な状況であると考えられる。 

事業面においては、給水人口、給水戸数、年間総配水量ともに増加したが、年間

総有収水量が減少した。また、給水収益は、物価高騰対策として行っていた水道料

金の減免が令和 4年度に終了したことから増収になったものである。 

経営指標に関する事項については、経営の健全性を示す経常収支比率、事業に必

要な費用を給水収益で賄えているかを示す料金回収率は、前年度を下回ったものの、

全国平均及び 100%を大きく上回っており、5 億円を超える純利益を出していること

から健全な経営状況とみられる。一方、管路更新率については、管路経年化率に比

べ伸びていない。「小山市水道ビジョン」及び「小山市水道事業経営戦略」に掲げた

各種施策目標の実現に向けて事業を推進させ、令和元年度から始まっている基幹・

重要管路の耐震化及び老朽管路の更新・再構築ついても計画どおり進捗させていく

ことを望む。 

また、企業債の発行については、その償還金が財政の悪化要因に挙げられるとこ

ろであるが、平成 27年度以降新規発行を抑え、前出の「小山市水道ビジョン」に沿

って計画的に管理されている。 

今後も引き続き、給水収益の確保と、健全で安定的な経営基盤の強化に努め、市

民生活の向上に寄与し、災害に強く、安心安全なインフラで市民の信頼に応えられ

るよう更なる努力を期待する。
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別表２  水道事業損益計算書の対前年度比較表 
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全国平均

R4年度

124.0% 134.5% 134.0% 110.5% （総収益／総費用）＊100

123.4% 134.5% 134.3% 110.5%
｛（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外費用）｝
＊100

122.1% 127.3% 134.9% 99.8%
｛（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費
用）｝＊100

86.2% 85.4% 83.8% 68.7% ｛（資本金＋剰余金＋繰延収益）／負債・資本合計｝＊100

721.7% 942.8% 956.7% 342.3% （流動資産／流動負債）＊100

72.7% 71.8% 72.6% 90.3%
｛固定資産／（固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益）｝
＊100

62.3% 62.5% 62.3% 88.4% ｛企業債償還元金／（減価償却費－長期前受金戻入）｝＊100

企 業 債 償 還 元 金 18.8% 19.7% 18.6% 38.0% （建設改良のための企業債償還元金／給水収益）＊100

企 業 債 利 息 2.8% 3.4% 3.6% 5.1% （企業債利息／給水収益）＊100

減 価 償 却 費 35.2% 36.8% 34.9% 50.8% （減価償却費／給水収益）＊100

人 件 費 6.7% 5.5% 5.3% 13.6% （人件費／給水収益）＊100

給
水
収
益
に
対
す
る
比
率

別表４　財政分析に関する調べ

※全国平均の数値は、水源別区分：ダムを主とするもの、給水人口規模別区分：給水人口１０万～１５万人未満、有収水量密度別区分：全国平均以上の事業体の平均値。

企 業 債 償 還 元 金
対 減 価 償 却 費 比 率

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

分 析 項 目 R5年度 R4年度 R3年度 算 式

自 己 資 本 構 成 比 率

総 収 支 比 率
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全国平均

R4年度

94.3% 91.8% 92.6% 83.9% （１日平均配水量／１日最大配水量）＊100

64.2% 63.7% 63.9% 54.1% （１日平均配水量／1日配水能力）＊100

68.1% 69.4% 69.1% 64.5% （１日最大配水量／1日配水能力）＊100

16.1㎥/ｍ 16.0㎥/ｍ 16.2㎥/ｍ 16.3㎥/ｍ 年間総配水量／導送配水管延長

9.7㎥/万円 9.8㎥/万円 9.9㎥/万円 5.7㎥/万円 年間総配水量／（有形固定資産／10,000）

165.19円/㎥ 156.53円/㎥ 164.24円/㎥ 167.34円/㎥ 給水収益／年間総有収水量

141.62円/㎥ 129.64円/㎥ 128.93円/㎥ 172.56円/㎥
｛経常費用―（受託工事費＋材料費及び不用品売却原価＋附帯事業費）－長期前受金
戻入｝/年間総有収水量

5,645人 8,095人 7,285人 2,997人 現在給水人口／損益勘定職員数

570,178㎥ 823,661㎥ 744,277㎥ 324,941㎥ 年間総有収水量／損益勘定職員数

101,034千円 139,082千円 131,860千円 57,098千円 （営業収益－受託工事収益）／損益勘定職員数

損 益 勘 定 職 員 数 6.4人 4.4人 4.9人 11人 損益勘定職員数／（年間総有収水量＊1,000／10,000／年間日数）

原 ・ 浄 水 施 設

関 係 職 員 数

配 水 施 設

関 係 職 員 数

算 式

負 荷 率

給 水 原 価

分 析 項 目 R5年度 R4年度 R3年度

施 設 利 用 率

最 大 稼 働 率

配 水 管 使 用 効 率

固 定 資 産 使 用 効 率

供 給 単 価

別表５　経営分析に関する調べ

※全国平均の数値は、水源別区分：ダムを主とするもの、給水人口規模別区分：給水人口１０万～１５万人未満、有収水量密度別区分：全国平均以上の事業体の平均値。

0.5人 4人 原・浄水施設関係職員数／（年間総有収水量＊1,000／10,000／年間日数）

3.0人 2.5人 2.7人 2人 配水施設関係職員数／（年間総有収水量＊1,000／10,000／年間日数）

職員1人当たり給水人口

職員1人当たり有収水量

職員1人当たり営業収益

有
収
水
量
１
万
㎥
／
日
当
た
り
職
員
数

0.5人 0.5人
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全国平均

R4年度

総 収 支 比 率 109.9% 108.8% 105.5% 107.9% （総収益／総費用）＊100

経 常 収 支 比 率 109.8% 107.9% 104.2% 107.5% （経常収益／経常費用）　＊100

自 己 資 本 構 成 比 率 54.7% 55.0% 54.4% 60.3% ｛（資本合計＋繰延収益）／負債・資本合計｝＊100

固定資産対長期資本比率 102.7% 103.3% 103.7% 101.7% ｛固定資産／（固定負債＋資本合計＋繰延収益）｝＊100

全国平均

R4年度

総 収 支 比 率 100.9% 100.2% 100.2% 115.2% （総収益／総費用）＊100

経 常 収 支 比 率 100.8% 100.2% 100.2% 95.6% （経常収益／経常費用）　＊100

自 己 資 本 構 成 比 率 65.5% 64.7% 64.0% 67.3% ｛（資本合計＋繰延収益）／負債・資本合計｝＊100

固定資産対長期資本比率 101.8% 102.3% 102.6% 103.2% ｛固定資産／（固定負債＋資本合計＋繰延収益）｝＊100

※全国平均の数値は、有収水量密度別区分：2.5千㎥/ha未満、供用開始後年数別区分25年以上の事業体の平均値。

分 析 項 目 R5年度 R4年度 算 式

分 析 項 目 R5年度 R4年度 算 式

R3年度

R3年度

別表４　財政分析に関する調べ

【１】公共下水道事業

※全国平均の数値は、処理区域内人口別区分：10万人以上、有収水量密度別区分：2.5千㎥/ha以上5.0千㎥/ha未満、供用開始後年数別区分：25年以上の事業体の平均値。

【２】農業集落排水事業
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全国平均

R4年度

施 設 利 用 率 84.3% 98.4% 87.4% 65.2% ｛現在晴天時平均処理水量／平均処理能力(晴天時)｝＊100

有 収 率 87.5% 75.2% 84.7% 78.6% （年間有収水量／年間汚水処理水量）＊100

水 洗 化 率 90.9% 90.8% 90.6% 94.3% （現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口）＊100

使 用 料 単 価 130.19円/㎥ 118.87円/㎥ 118.32円/㎥ 162.05円/㎥ 使用料収入／年間有収水量

汚 水 処 理 原 価 150.00円/㎥ 150.00円/㎥ 150.00円/㎥ 165.00円/㎥ 汚水処理費（汚水に係る維持管理費＋資本費）／年間有収水量

汚水処理原価(維持管理費) 87.10円/㎥ 83.44円/㎥ 80.52円/㎥ 84.71円/㎥ 汚水処理費（維持管理費）／年間有収水量

汚 水 処 理 原 価 ( 資 本 費 ) 62.90円/㎥ 66.56円/㎥ 69.48円/㎥ 80.28円/㎥ 汚水処理費（資本費）／年間有収水量

経 費 回 収 率 86.8% 79.2% 78.9% 98.2% （使用料収入／汚水処理費）＊100

経 費 回 収 率 ( 維 持 管 理 費 ) 149.5% 142.5% 146.9% 191.3% ｛使用料収入／汚水処理費（維持管理費）｝＊100

【２】農業集落排水事業

全国平均

R4年度

施 設 利 用 率 77.2% 78.2% 80.2% 50.4% ｛現在晴天時平均処理水量／平均処理能力(晴天時)｝＊100

有 収 率 58.8% 55.5% 53.7% 89.4% （年間有収水量／年間汚水処理水量）＊100

水 洗 化 率 84.3% 85.8% 85.3% 87.8% （現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口）＊100

使 用 料 単 価 122.61円/㎥ 111.57円/㎥ 111.52円/㎥ 158.37円/㎥ 使用料収入／年間有収水量

汚 水 処 理 原 価 241.21円/㎥ 257.29円/㎥ 231.36円/㎥ 266.69円/㎥ 汚水処理費（汚水に係る維持管理費＋資本費）／年間有収水量

汚水処理原価(維持管理費) 241.21円/㎥ 257.29円/㎥ 231.36円/㎥ 239.11円/㎥ 汚水処理費（維持管理費）／年間有収水量

汚 水 処 理 原 価 ( 資 本 費 ) 0円/㎥ 0円/㎥ 0円/㎥ 27.58円/㎥ 汚水処理費（資本費）／年間有収水量

経 費 回 収 率 50.8% 43.4% 48.2% 59.4% （使用料収入／汚水処理費）＊100

経 費 回 収 率 ( 維 持 管 理 費 ) 50.8% 43.4% 48.2% 66.2% ｛使用料収入／汚水処理費（維持管理費）｝＊100

別表５　経営分析に関する調べ

【１】公共下水道事業

※全国平均の数値は、処理区域内人口別区分：10万人以上、有収水量密度別区分：2.5千㎥/ha以上5.0千㎥/ha未満、供用開始後年数別区分：25年以上の事業体の平均値。

※全国平均の数値は、有収水量密度別区分：2.5千㎥/ha未満、供用開始後年数別区分25年以上の事業体の平均値。

分 析 項 目 R5年度 R4年度 算 式

分 析 項 目 R5年度 R4年度 算 式

R3年度

R3年度
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